
ヤードにおける盗難自動車の解体の防止に関する条例

（目的）

第一条 この条例は、ヤードにおける盗難自動車の解体を防止するため必要な規制を

行うことにより、自動車の盗難の防止に資することを目的とする。

（定義）

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。

一 ヤード 自動車解体の用に供する施設又は場所をいう。

二 自動車 道路運送車両法（昭和二十六年法律第百八十五号）第二条第二項に規

定する自動車（次に掲げるものを除く ）をいう。。

イ 被けん引車（道路運送車両法第二条第二項に規定する自動車のうち、けん引

して陸上を移動させることを目的として製作した用具であるものをいう。ロに

おいて同じ ）。

ロ 道路運送車両法第三条に規定する小型自動車及び軽自動車（被けん引車を除

く ）であって、二輪のもの（側車付きのものを含む ）。 。

ハ イ及びロに掲げるもののほか、公安委員会規則で定める自動車

三 盗難自動車 自動車のうち、盗品その他財産に対する罪に当たる行為によって

領得された物であるものをいう。

四 自動車解体 自動車の車体を切断し、又は自動車の車体から原動機その他の公

安委員会規則で定める装置を分離する行為をいう。

五 自動車解体業 ヤードにおいて自動車解体を行う事業（道路運送車両法第七十

八条第一項の規定による認証を受けた自動車特定整備事業を除く ）をいう。。

六 自動車解体業者 自動車解体業を行う者をいう。

（届出）

第三条 自動車解体業を行おうとする者は、ヤードごとに、自動車解体業を開始しよ

うとする日の前日までに、公安委員会規則で定めるところにより、次に掲げる事項

を公安委員会に届け出なければならない。この場合において、届出には、公安委員

会規則で定める書類を添付しなければならない。

一 氏名、住所、生年月日及び電話番号（法人にあっては、その名称及び主たる事

務所の所在地）

二 ヤードの名称及び所在地



三 法人にあっては、その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれら

に準ずる者をいう。以下同じ ）の氏名、住所、生年月日及び電話番号。

２ 前項の規定による届出をした者は、当該自動車解体業を廃止したとき、又は同項

各号に掲げる事項（同項第二号に掲げる事項にあっては、ヤードの名称に限る ）。

に変更があったときは、その日から十日以内に、公安委員会規則で定めるところに

より、その旨を公安委員会に届け出なければならない。この場合において、届出に

は、公安委員会規則で定める書類を添付しなければならない。

（標識の掲示）

第四条 自動車解体業者は、公安委員会規則で定めるところにより、ヤードごとに、

公衆の見やすい場所に、氏名又は名称その他の公安委員会規則で定める事項を記載

した標識を掲げなければならない。

（従業者名簿）

第五条 自動車解体業者は、公安委員会規則で定めるところにより、ヤードごとに、

従業者名簿（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識

することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用

に供されるものをいう ）をもって作成するものを含む。以下同じ ）を備え、こ。 。

れに当該ヤードにおける業務に従事する者（役員を除く。次項において同じ ）の。

氏名、住所、生年月日、国籍その他公安委員会規則で定める事項を記載し、又は記

録しなければならない。

２ 自動車解体業者は、ヤードにおける業務に従事する者が日本国籍を有しないとき

は、当該者について次の各号のいずれかに掲げる事項を確認するとともに、当該者

、 、 。に係る従業者名簿に 当該確認に係る事項を記載し 又は記録しなければならない

一 出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）第二条の二第一

項に規定する在留資格及び同条第三項に規定する在留期間並びに同法第十九条第

二項の許可の有無及び当該許可があるときはその内容

二 日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する

特例法（平成三年法律第七十一号）に定める特別永住者として永住することがで

きる資格

（確認及び申告）

第六条 自動車解体業者は、自動車解体のため、自動車を引き取ろうとするときは、

その都度、次の各号に掲げる事項について、当該自動車を引き渡そうとする者（以



下この条において「相手方」という ）から当該各号に定める書類の提示を受け、。

当該書類に記載され、又は記録された事項により、確認を行わなければならない。

一 相手方の氏名、住所及び生年月日 相手方の運転免許証その他の公安委員会規

則で定める書類

二 当該自動車の所有者 当該自動車に係る自動車検査証（道路運送車両法第六十

条第一項に規定する自動車検査証をいう ）その他の公安委員会規則で定める書。

類

２ 自動車解体業者は、前項の確認の結果、相手方と当該自動車の所有者とが異なる

ときは、相手方が当該自動車を引き渡す権原を有することについて、相手方から委

任状、道路運送車両法第三十三条に規定する譲渡証明書その他の当該権原を証明す

るに足りる書類の提示を受け、当該書類に記載された事項により、確認を行わなけ

ればならない。

、 、 、３ 自動車解体業者は 自動車解体のため 自動車を引き取ろうとする場合において

当該自動車について盗難自動車の疑いがあると認めるときは、直ちに、その旨を警

察官に申告しなければならない。

（引取記録の作成等）

第七条 自動車解体業者は、自動車解体のため、自動車を引き取ったときは、その都

度、公安委員会規則で定めるところにより、次に掲げる事項に関する記録を作成し

なければならない。

一 引取りの年月日

二 当該自動車の種別及び車台番号並びにその所有者の氏名又は名称

三 当該自動車を引き渡した者の氏名、住所及び生年月日

四 前条第一項（第一号に係る部分に限る ）の確認の方法。

五 前条第二項の確認を行った場合にあっては、提示を受けた書類の内容

２ 自動車解体業者は、公安委員会規則で定めるところにより、前項の記録を、当該

記録を作成した日から一年間保存しなければならない。

３ 自動車解体業者は、第一項の記録を毀損し、若しくは亡失し、又はこれが滅失し

たときは、直ちに、公安委員会規則で定めるところにより、その旨を当該記録に係

る自動車を引き取ったヤードの所在地を管轄する警察署長に届け出なければならな

い。

（保管命令）



第八条 警察本部長又は警察署長は、自動車解体業者が自動車解体のため引き取った

自動車について、盗難自動車であると疑うに足りる相当な理由があるときは、当該

自動車解体業者に対し、十日以内の期間を定めて、当該自動車及び当該自動車から

分離された物の保管を命ずることができる。

（指示）

第九条 公安委員会は、自動車解体業者又はその代理人、使用人その他の従業者（以

下「自動車解体業者等」という ）が、当該自動車解体業に関し、この条例の規定。

に違反したときは、当該自動車解体業者に対し、盗難自動車の解体を防止するため

必要な指示をすることができる。

（自動車解体業の停止命令等）

第十条 公安委員会は、自動車解体業者が前条の指示に従わなかったとき、又は自動

車解体業者等が当該自動車解体業に関し次の各号のいずれかの行為をしたときは、

当該自動車解体業者に対し、六月を超えない範囲内で期間を定めて、当該自動車解

体業の全部又は一部の停止を命ずることができる。

一 第十六条及び第十七条の罪に当たる違法な行為

二 刑法（明治四十年法律第四十五号）第二百三十五条から第二百四十一条まで、

第二百四十三条、第二百四十六条から第二百五十条まで、第二百五十二条から第

二百五十四条まで及び第二百五十六条の罪に当たる違法な行為

２ 公安委員会は、前項の規定による命令をしたときは、公安委員会規則で定めると

ころにより、その旨及び当該命令の内容を公表することができる。

（土地等の貸付け等をしようとする者の責務）

第十一条 自動車解体業者（自動車解体業を行おうとする者を含む。以下この条にお

。） （ 「 」いて同じ に対して当該自動車解体業の用に供する土地又は建物 以下 土地等

という ）の有償又は無償の貸付け（地上権の設定を含む。以下「貸付け等」とい。

う ）をしようとする者は、当該土地等の貸付け等に係る契約を締結し、又は更新。

する前に、当該自動車解体業者に対し、当該土地等を盗難自動車の解体の用に供し

ないことを確認するよう努めるとともに、当該契約において、次に掲げる旨を定め

るよう努めなければならない。

一 当該自動車解体業者は、当該土地等を盗難自動車の解体の用に供してはならな

い旨

二 当該土地等が盗難自動車の解体の用に供されていることが判明したときは、当



該土地等の貸付け等をした者は、催告をすることなく当該契約を解除することが

できる旨

（土地等の貸付け等をした者に対する勧告等）

第十二条 公安委員会は、自動車解体業者に貸付け等がなされた土地等が盗難自動車

の解体の用に供されていることが判明したときは、当該土地等の貸付け等をした者

に対し、当該土地等が盗難自動車の解体の用に供されないため必要な措置を講ずべ

きことを勧告することができる。

２ 公安委員会は、前項の規定による勧告をした場合において、当該勧告を受けた者

が当該勧告に従わなかったときは、公安委員会規則で定めるところにより、その旨

及び当該勧告の内容を公表することができる。

３ 公安委員会は、前項の規定による公表をしようとするときは、あらかじめ、第一

、 。項の規定による勧告を受けた者に対し 意見を述べる機会を与えなければならない

（立入検査等）

第十三条 公安委員会は、この条例の施行に必要な限度において、自動車解体業者等

に対し、報告又は資料の提出を求めることができる。

２ 警察職員は、この条例の施行に必要な限度において、自動車解体業を行っている

と認められる者のヤード、事務所その他の場所に立ち入り、自動車解体のため引き

取ったと認められる自動車、当該自動車から分離された物、書類その他の物件を検

査し、又は関係者に質問することができる。

３ 前項の規定により立入検査をする警察職員は、その身分を示す証明書を携帯し、

関係者に提示しなければならない。

４ 第二項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈

してはならない。

（適用除外）

第十四条 第三条及び第四条の規定は、解体業者（使用済自動車の再資源化等に関す

る法律（平成十四年法律第八十七号）第二条第十三項に規定する解体業者をいう。

以下この条において同じ ）については、適用しない。。

２ 第六条第一項及び第二項の規定は、解体業者が使用済自動車（使用済自動車の再

資源化等に関する法律第二条第二項に規定する使用済自動車であって、同法第八十

一条第一項の規定により同法第二条第十一項に規定する引取業者が情報管理センタ

ーに報告したものをいう。次項において同じ ）を引き取ろうとするときについて。



は、適用しない。

３ 第七条の規定は、解体業者が使用済自動車を引き取ったときについては、適用し

ない。

（公安委員会規則への委任）

第十五条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、公安

委員会規則で定める。

（罰則）

第十六条 第十条第一項の規定による命令に違反した者は、一年以下の懲役又は五十

万円以下の罰金に処する。

第十七条 次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役又は三十万円以下の

罰金に処する。

一 第三条第一項の規定による届出をしないで、又は虚偽の届出をして、自動車解

体業を行った者

二 第六条第一項の規定による確認をしないで、自動車を引き取った者

三 第六条第二項の規定による確認をしないで、自動車を引き取った者

四 第七条第一項の規定による記録を作成せず、又は虚偽の記録を作成した者

五 第七条第二項の規定による保存をしなかった者

六 第七条第三項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者

七 第八条の規定による命令に違反した者

第十八条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。

一 第三条第二項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者

二 第五条第一項の規定による従業者名簿を備えず、又は同項の規定による記載若

しくは記録をせず、若しくは虚偽の記載若しくは記録をした者

三 第五条第二項の規定による記載若しくは記録をせず、又は虚偽の記載若しくは

記録をした者

四 第十三条第一項の規定による報告若しくは資料の提出をせず、又は虚偽の報告

若しくは資料の提出をした者

五 第十三条第二項の規定による立入検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は同

項の規定による質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をした者

、 。第十九条 第四条の規定による標識を掲げなかった者は 十万円以下の罰金に処する

（両罰規定）



第二十条 法人の代表者若しくは管理人又は法人若しくは人の代理人、使用人その他

の従業者が、その法人又は人の業務に関し、第十六条から前条までの違反行為をし

たときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科

する。

附 則

１ この条例は、令和元年十二月一日から施行する。ただし、次項及び附則第三項の

規定は、同年十月一日から施行する。

２ 自動車解体業を行おうとする者は、この条例の施行の日前においても、第三条第

一項の規定の例により、公安委員会に届け出ることができる。この場合において、

当該届出は、同日以後は、同項の規定による届出とみなす。

３ 前項の規定による届出をした者は、第三条第一項各号に掲げる事項（同項第二号

に掲げる事項にあっては、ヤードの名称に限る ）に変更があったときは、この条。

例の施行の日前においても、同条第二項の規定の例により、その旨を公安委員会に

届け出ることができる。この場合において、当該届出は、同日以後は、同項の規定

による届出とみなす。


